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意見照会の実施方針・今後の進め方
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本年5月に標準仕様書（1.0版）案に対し意見照会を実施した際と同様の手続きにて実施します

１-２. 意見照会の方法

自治体向け 事業者向け

• 方法：事務連絡を発出し、アンケート調査の形式で実施
• 対象：全国市区町村（約1741団体）

• 方法：事務局より各事業者に直接コンタクト、回答を依頼
• 対象：実態調査にてヒアリングした事業者（6社）＋α

事務連絡

回答票

説明資料標準仕様書（改版）案 一式

機能・帳票要
件
一覧

帳票詳細
要件

業務フロー
標準仕様書
（素案）

回答票

標準仕様書（改版）案一式

機能・帳票要
件
一覧

帳票詳細
要件

業務フロー
標準仕様書
（素案）

 研究会の討議事項や質問回
答提示済事項を含める
（整理済の事項が再討議と
ならないように配慮）

 「意見なし（＝改版案のとおり
で良い）」の回答を回答数に
含める取り扱いであることを照
会様式、依頼文に追加する

１. 意見照会の実施方針
１-１. 本意見照会（１月）について

2022年８月末に公表された標準仕様書（1.0版）を基に、国民年金システム標準化研究会において改版に向けた検討を

行い、この度、標準仕様書（1.1版）案を策定したことから、全国の自治体及び事業者よりご意見を募ります。



3

意見照会にあたっては、意見がある場合、団体・担当情報を記入の上、該当の回答票にてご意見を記載いただく形式とします。な

お、論点討議結果を踏まえ、自治体の回答負荷に対する考慮の観点から、特に回答を求める箇所を明確化します。

意見照会回答票イメージ

（補足）意見照会項目 1/2

（１）団体・担当情報

（２）機能・帳票要件

①団体区分 ②都道府県名 ③市区町村名／事業者名 ④部署名 ⑤担当者名 ⑥電話（外線）番号 ⑦電子メールアドレス

記入必須 記入必須 記入必須 記入必須 記入必須 記入必須 記入必須

5:市 ○○県 ○○市 国保年金課 鈴木太郎 045-XXXX-XXXX XXXXXX＠XX.lg.jp
1:指定都市

No.

①回
答元

②大項
目

③中項目
④機能

ID
⑤改版（案）要件

⑥改版
（案）要
件種別

⑦要件の考え
方・理由

⑧既存シ
ステムにお
ける実装
有無

⑨意見
有無

⑩意見の
種類

⑪要件種別 ⑫意見発出理由
⑬根拠法令・通知等
の詳細な理由

⑭意見発
出者

⑮要件（修正後）

記入
必須

条件により記入必須 記入必須
記入必
須

条件により
記入必須

条件により記
入必須

条件により記入必
須

条件により記入必須 記入必須 条件により記入必須

入力
例
（No.
1～
11）

○○
市

0.共通 連携 69 住民記録システムとの連
携を行い、特定する時点の
住民記録システムの住民
情報について、バッチ（一
括送信）にて取得できるこ
と

2:実装され
ていない

1:意見な
し

2:機能要件
削除

4:実装不可 5:その他 現行システムには搭
載されているが、当市
では利用しておらず、
移行後も利用予定が
ない機能であるため

1:担当課

入力
例
（No.
12以
降）

○○
市

1.資格異
動

資格取得 ○○ 国民年金システムに登録
した処理結果一覧表を登
録日、届出内容ごとに確認
できること

2:意見あ
り

3:機能要件
修正

2:実装必須 3:住民サービス向
上等を目的として
取り決めた事務で
あるため

他団体でも必要な機
能と考えられることか
ら、必須機能として良
いと考える。

1:担当課 国民年金システムに登
録した処理結果一覧表
を登録日、受付年月日、
届出内容ごとに確認で
きること

7 1.資格異
動

1.5資格喪
失（60歳到
達）

026014
0 

60歳以上の高齢任意加入
者・65歳以上の特例任意
加入者について予定喪失
処理を行えること

実装必
須機能
標準オプ
ション機
能

日本年金機構に
おける処理結果
の喪失日を確認
し入力する運用
も考えられること
からオプションと
する。
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意見照会にあたっては、意見がある場合、団体・担当情報を記入の上、該当の回答票にてご意見を記載いただく形式とします。な

お、論点討議結果を踏まえ、自治体の回答負荷に対する考慮の観点から、特に回答を求める箇所を明確化します。

意見照会回答票イメージ

（補足）意見照会項目 2/2

No.
①回答元 ②事務名（レベル１） ③帳票名

④システ
ム印字項
目名

⑤意見の
種類

⑥実装項目⑦意見発出理由
⑧根拠法令・通
知等の詳細な理

由
⑨意見発出者 ⑩要件（修正前） ⑪要件（修正後）

記入必須 記入必須 記入必須 記入必須 記入必須
条件により
記入必須

記入必須
条件により記入

必須
記入必須 条件により記入必須 条件により記入必須

入
力
例

○○市 6.情報提供・その他
14. 国民年金老齢福祉
年金所得状況届

控除対象
配偶者及
び扶養親
族の合計
数

3:印字項
目名の
変更

2:実装必須 5:その他

「控除対象配偶
者及び扶養親族
の合計数」の項
目には内数の印
字もあるため、シ
ステム印字項目
名にその記載も
必要と考える

1:担当課
控除対象配偶者及び扶
養親族の合計数及び内
数

1
2

No. ①回答元 ②ご意見等の概要 ③ご意見等 ④意見発出者

入力例 神戸市 標準仕様書の使い方に関すること ・・・・・ 1:担当課

1

No.
①回答元 ②事務名（レベル１） ③帳票名 ④意見の種類 ⑤意見発出理由

⑥根拠法令・通知等
の詳細な理由

⑦意見発出者 ⑧意見の内容

記入必須 記入必須 記入必須 記入必須 記入必須 条件により記入必須 記入必須 記入必須
入力
例

○○市 1.資格異動
1. 国民年金被保険者関係届
書（申出書）

10:その他 5:慣例運用のため 1:担当課
出力時間短縮のために、裏面
の出力は不要

1

2

（３）帳票詳細要件

（４）帳票レイアウト

（５）その他
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意見照会にて自治体及び事業者からいただいたご意見については、事務局にて対応方針を整理した後、標準仕様書を見直すべき

事項は反映するとともに、研究会にて討議すべき事項については、第三回研究会に上程します

１. 意見照会の実施方針
１-３．意見照会結果の取り扱いの流れ

意見照会結果の取り込みの方法

【ご依頼：全構成員】
事前展開いたしますので、
確認をお願いします

意見の分類と対応の考え方 討
議
結
果
を
反
映

ご意見（指摘事項）を反映

分類 事務局における対応

討議事項
 意見を整理・集約、論点として整理し、
第三回研究会に上程する

指摘
 標準仕様書（本紙/機能・帳票要件
一覧/帳票詳細要件）を修正する

質問
 回答を作成する
※第三回研究会の参考資料に添付

• 構成員から頂戴したご意見を
整理し、内容ごとに分類する

①ご意見整理・分類

• 分類結果に基づき、各ご意見
に対応する（修正、回答等）

②分類結果に基づく対応

• 分類結果のうち「討議」に分類
した意見について、上程する

③第三回研究会討議

• 研究会の討議結果を反映、標
準仕様書案として最終化

④最終化

アンケート
回答

機能・帳票要件

帳票詳細要件

業務フロー

標準仕様書
（案）

帳票レイアウト
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第三回ワーキングチーム及びベンダー分科会における討議結果を踏まえ、意見照会における意見の取り込み基準を確認します。

１. 意見照会の実施方針
１-４．意見照会取り込み基準（案）

基本的な考え方（案）

【前提】
意見照会回答数が315以上であること（指定都市要件を除く）
• 「意見なし」の回答を含む
• 回答票提出による「意見なし」のほか、メール回答のみの「意見なし」も含む
※指定都市要件の場合は意見照会回答数が11以上であること

【意見の取り扱い方針】
• 多数決で決定する考え方に基づく取り込み基準により、意見照会結果を反映する

採用してよいor意見なしの
回答数

ご意見取り込み基準（案） ※意見照会対象の要件における実装区分別

（１）実装必須 （２）標準オプション

過半数
（回答総数に対する）

「実装必須」として採用 「標準オプション」として採用

０
～
半数

（回答総数に対する）

回答理由を踏まえ、第三回研究会（２月）にて討議

（参考）討議の視点例
• 一部自治体で有用な機能として「オプション」とするか
• 実装すべきでない機能として、採用を見送るか

①「実装必須」の意見が過半数の場合

回答理由を踏まえ、第三回研究会（２月）にて討議

（参考）討議の視点例
• 「オプション」から「実装必須」へ種別を変更するか

②①以外の場合

採用見送り

（補足）
回答数が必要数を満たさない場合、頂戴した
回答を参考情報とし、国民年金システム標準
化研究会にて、最終判断させていただきます
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1月初旬に意見照会を発出し、照会期間は約３週間とする予定です。

２. 今後の進め方
２-１． スケジュール

ワーキン
グチーム
／

ベンダー
分科会

以下について報告・質疑
 意見照会結果の報告
 これまでの検討を踏まえた最終的な標
準仕様書(案）

 令和5年度の進め方（残課題の確
認含む）

研究会（第3回）

2023年2月下旬 2時間

機能要件

帳票要件

業務フロー

標準仕様書
（改版）
案

自治体意見照会

ベンダー意見照会

2023年1月10日～1月27日

必要に応じ、自治体やベンダーへ
追加の確認等を実施
（書面確認をメインに想定）

機能要件

帳票要件

業務フロー

令和5年度の
進め方

最終
とりまとめ

2023年3月末

標準仕様書
（改版）

意見照会結果の反映

追加確認結果の反映

国民年金
システム
標準化
研究会
（親会）

 研究会で決定した段階で、標準仕様書
（改版）をデジタル庁にも共有する
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第三回研究会議事次第（案）及び主たる内容

（１）意見照会実施報告

 標準仕様書（改版）案に対する意見照会（自治体、
事業者）からの意見収集結果

（２）標準仕様書（改版）の討議  最終的な標準仕様書一式（本紙、業務フロー、機
能・帳票要件一覧、帳票詳細要件、帳票レイアウト）
に対する意見に基づく討議

 標準仕様書（改版）案の最終確認、合意

（３）令和５年度の進め方

 令和５年度以降のスケジュール
 令和５年度以降の検討事項（残課題）

（４）その他

－

第三回研究会では、当初の想定議事に基づき、標準仕様書（改版）案に対する意見収集結果を確認した後、当該意見を踏ま

え、最終化した標準仕様書（改版）を最終確認するとともに、令和５年度以降の進め方を確認します。

２. 今後の進め方
２-２. 第三回研究会 議事次第（案）
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